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（３）地域福祉活動の現状 

地域が主体となった場づくりの取組みおよび地域の福祉活動の取組みとして、「地域の茶の

間」および「市民力による在宅福祉サービス」の概要を以下に示す。 
 

１）地域の茶の間 

①地域の茶の間の概要 

「地域の茶の間」は新潟発の地域福祉活動として、民間による活動を原型に新潟市として

平成 15 年度から取り組んできた地域住民の活動である。 
この活動は、自治会や自主的なグループなどを単位として、自宅のお茶の間にいるように

自由に過ごせる場所を地域のなかにつくり出そうとするものであり、既存の公的な集会所や

民間の空き家などの施設を利用して開設している。 
好きな時間に気軽に集まり、お茶飲み話やレクリエーションをすることで、地域に住む高

齢者や障がい者が、自宅に閉じこもらないようにするとともに，高齢者と幼児・子供たちと

の多世代の交流などが実現できる。 
新潟市では、こうした「地域の茶の間」活動が次第に浸透して、平成 19 年現在で 250 グ

ループを越えている。また、全国規模の中間支援組織の財団や社団、NPO 法人、JA、マス

コミの力もあり、現在では、新潟県内ばかりでなく、新潟県発祥の手軽に取り組める地域活

動として、全国に広がっている。 
 
②地域の茶の間を開く効果 

地域の茶の間により、以下の効果が期待される。 

・人と人、人と社会とのつながりができる。 

・お互いの不自由を知り、人への優しさが育ち、自分のでき

ることを知る（障がいに対する理解、心のバリアフリー）。 

・いざ！という時、困った時に助け合える人間関係が生まれ

る。 

・どのような状態の人にも役割がある。 

・知り合うことで地域に暮らす安心感を育てる。 

・地域住民が自然に自らのために力（人手、物、知恵、金）

を出しあう。 

・習いもの、趣味、知識、経験が生かせる。 

・視野の広い子どもに育つ、地域の人から見守られる安心感

がある。 

・子育て中の親の不安や孤独、束縛感の緩和に効果がある。 

・情報の共有化が一度にできる（防災、防犯、健康相談、制

度…）。 

・伝統、文化の伝承が図れる。 

・外出し、人と会うことは介護予防になる。 

 

写真：地域の茶の間
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２）市民力による在宅福祉サービス 

①まごころヘルプ 

・有償による市民相互の助け合い活動で、助けてもらいやすい、活動しやすい、継続性の

ある仕組みを創ることを目的として活動している。 
・ホームヘルプや配食サービスを実施している。 

②うちの実家（図 ２-11参照） 

・街中に増える空き家を借りた生涯現役の場づくり（毎日型・常設型の地域の茶の間）。 
・生涯現役について「人と人が関わっている限り、人が社会とつながっている限り生涯現

役」と定義し、活動を行っている。 
③うちの実家の効果 

うちの実家により期待されている効果や活用実績は以下のとおりである。 

・古い民家を借りているため、高齢者等にとっては障害の多い場であるが、逆に参加者同

士の優しさが自然に引き出される。 
・段差だらけや介護機器の不備など、不自由な条件下で、実際の家庭に役立つ介護技術の

研修やあるもので代用するなどの智恵・工夫が伝授される。 
・地域の空洞化を防ぐ（町内会費、側溝掃除、道路掃除、回覧板…）。 
・平成 16 年新潟県中部 7.13 水害時は、要介護高齢者 5 名の 9 日間の避難所として活用さ

れた。 
・平成 16 年新潟県中越地震の際には、川口町の泉水小学校仮設住宅の入居者の気分転換

の家として活用された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２-11 うちの実家パンフレット 
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２－４ 市民アンケート調査 

新潟市をモデル都市として、住民力の強化により、災害発生時にも地域の多様な主体が連携

して地域活動を行う安全安心なまちづくりに対する意識・ニーズを把握するために市民アンケ

ート調査を実施した。 

また、調査その１において、仙台市、浜松市、四日市市（以下、３市とする。）に対して、

新潟市と同様の内容のアンケート調査を実施しており、新潟市の市民意識・ニーズ等の特性を

把握するために調査結果の比較を行った。３市は自然災害に対して住民が主体となった活動等

による取組みが進められている自治体である。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２-12 安全安心に対する市民意識・ニーズの調査内容 

犠牲者ゼロを目指した住民力の強化による

安全安心なまちづくり方策に関する調査 

（その１：災害リスクに関する情報整理等）

 

犠牲者ゼロを目指した住民力の強化による

安全安心なまちづくり方策に関する調査 

（その２：新潟市における社会実験等） 

安全安心に対する市民意識・ニーズの把握

新潟市民 8,000 人を対象として実施 
仙台市、浜松市、四日市市を対象 

1,500 人×３市＝4,500 人 

安全安心に対する市民意識・ニーズの把握 

○新潟市の独自の調査内容 
・地域活動への参加や地域との関わりの

状況・意識 
・新潟市における課題 

○共通の調査内容 
・ハザードマップに関する認識・意識と

理解状況 
・個人としての災害対策の取組み状況や

意識 
・地域の安全安心なまちづくりに向けた

取組みに対する市民意識・ニーズ 
・行政の安全安心なまちづくりに向けた

取組みに対する市民意識・ニーズ 

○共通の調査内容 
・ハザードマップに関する認識・意識と

理解状況 
・個人としての災害対策の取組み状況や

意識 
・地域の安全安心なまちづくりに向けた

取組みに対する市民意識・ニーズ 
・行政の安全安心なまちづくりに向けた

取組みに対する市民意識・ニーズ 

比較 


